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　「第74 回（平成27年度）全国産業安全衛生大会 2015 in 名

古屋」 が昨年10月28 ～ 30日に名古屋市内で開催された（同

時開催：緑十字展）。

　初日の総合集会では、開会式の後、中災防会長賞、顕功

賞、平成27年度緑十字賞の表彰や大会宣言が行われたほか、

トヨタ自動車株式会社取締役会長の内山田竹志氏による特

別講演 「イノベーションが未来を拓く─プリウスの開発と

ミライの挑戦─」も

行われた。

　大会２～３日目は、労働災害防止に関するテーマごとに11の分科会

に分かれて全国の事業場等の改善事例や研究発表をはじめ、専門家に

よる講演、シンポジウムなどが開催された。また、労働安全衛生のISO

規格として注目されているISO45001（2016年９月に発行予定）につい

ての特別報告「ISO45001の最新情報と中災防の動向」や「ISO45001の日

本における展開」と題したパネル

ディスカッションのほか、「労働

劇 波紋“ある工場の悲劇”」（脚

本・解説：庄司俊哉弁護士、出演：

愛知県下各地区労働基準協会 職

員・役員）という演劇が公演され

るなどユニークな大会となり、

３日間で延べ1万2,400人もの安

全衛生関係者が集い、近年では

一番の盛り上がりを見せた。
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えているのではないかと思います。それによって産

業保健の対応も変わってきて、メンタルヘルスの問

題、あるいは腰痛をはじめとした骨格系の問題も大

きくなってきていると思います。

　そしてもう一つ、労働者の高齢化です。健康診断

では、毎年のように有所見率が増えていますが、こ

の一部は高齢化を反映しているものだと思います。

近年の高年齢者の働き方などを踏まえると、週２～

３日働くというスタイルが主体になる可能性もあり

ます。さらに、労働の多様化、女性の社会進出もあり、

今後は在宅勤務など自宅で仕事をする機会も増えて

くると思います。そうしますと今後の中小企業にお

ける産業保健活動を支援するためには、地域産業保

健センターによる職域保健だけではなく、地域保健

と連携することがますます必要になってくるように

思います。　

　今日は、そういったことも含めまして、各界の専

門家、実務家の皆様にご参集いただきました。まずは、

自己紹介を兼ねまして、日常の活動や取組みについ
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○座長：相澤好治（以下、相澤）　最近の産業形態は、

全国的に第二次産業よりも第三次産業が多くなって

きておりまして、特に商業や流通、サービス業が増

今後の産業保健をめぐる
スムーズな連携
～中小企業の産業保健活動への
　支援のあり方～
　産業保健活動を推進するには、産業保健スタッフだけではなく、事業者、管理監督者、
人事、労務、主治医、従業員、そして家族や地域など、さまざまな立場の協力が必要
不可欠である。
　今回は、産業保健管理体制の整備が難しいといわれている中小企業に焦点を当て、
中小企業における産業保健活動の『連携』やその重要性、体制の構築等について、以下
の専門家・実務家の方々にご議論いただいた。
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集─
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参加者が取り組む産業保健の現状

座長：相澤好治　　北里大学名誉教授、専門は公衆衛生学。国の労働安全
衛生施策に関する多数の検討会・委員会において委員や座長を務める。本
誌の編集委員長でもある。

座長：相澤好治 （北里大学名誉教授）
土屋　譲 （土屋クリニック　労働衛生コンサルタント事務所長）
鈴木仁一 （相模原市保健所長）
森　有三 （堺地域産業保健センター　コーディネーター）
黒柳正美 （MMCテクニカルサービス株式会社　CSR室長）



連絡会）を立ち上げました。労働衛生に取り組まれて

いる地域産業保健センター（以下、地産保）や労働基

準監督署（以下、労基署）、商工会議所、協会けんぽ、

大学の先生、そして市からは保健所、精神保健福祉セ

ンターなどの関係者が集まり、どういった連携が図れ

るか検討する連絡会になります。

　連絡会では、現状を知るために調査を最初に行いま

した。すると、本日、まさしく話題になっております

が、50人未満の事業場で健康診断の実施が遅れてい

ることや、事業主の意識によって取り組み方が違うと

いうことがわかりました。そこで、今後のことを考え、

平成22年３月に健康づくりのための事業計画を立て、

「事業主や従業員の方に関心を持ってもらう」「お互い

協力し合える職場をつくる」など、いくつかの指標を

つくって取り組み、シンポジウムや研修会も開催し、

意識の向上を図ってきました。

　また、小規模事業場の事業主の方から、「健康づく

りについて、どうすればいいかわからない」「相談相

手がいない」という声が出た際には、保健所の専門職

種が対応を行っております。

○相澤　どうもありがとうございました。それでは、

中小企業の労働者への健康管理支援ということで、大

阪府の堺地産保の森コーディネーターからお願いい

たします。

○森有三（以下、森）　私は、もともと橋梁メーカーの
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てお伺いいたしたいと思います。

○土屋譲（以下、土屋）　私は現在、土屋クリニック

という一般の内科・消化器科のクリニックを開業し

ている傍ら、労働衛生コンサルタント事務所を併設

しております。産業保健に深くかかわるきっかけは、

平成11年から足立・荒川地域産業保健センターの運

営協議会委員に就任したことです。産業医の経験と

しては、電気や水道、運送、金融、建設などのさま

ざまな業種、そして規模は、50人を満たすかぐらい

の小規模から2,000人以上の大規模事業場も経験して

まいりました。

　その経験でわかったことは、やはり大きな事業場と

小さな事業場の対応がまったく異なるということで

す。（安全）衛生委員会の進め方もまったく違います。

産業医として、衛生委員会の中にどれほど関与すれば

いいのか、あるいは、衛生委員会をどのように進めて

いけばいいのかと迷うことも度々ございました。

　今日のテーマは『スムーズな連携』ですが、連携と

いうのは自分一人でできないことを人にお願いする

ことから始まるわけですね。これからストレスチェッ

クも含めてメンタルヘルスに関する活動が非常に多

くなっていくと思いますが、メンタル疾患をすべて

の産業医が扱えるわけではないですから、やはり連

携の機会や役目が今後増えていくのではないかと考

えております。

　安全・衛生管理者も保健師も労務担当者も、それ

ぞれの立場から自分の業務をきちんと円滑に進め、

小規模事業場の連携をいかにスムーズに図っていく

かが一番課題になっているところです。

○相澤　ありがとうございました。それでは、地域

の健康を支える立場を代表いたしまして、相模原市

保健所の鈴木所長、お願いいたします。

○鈴木仁一（以下、鈴木）　相模原市は、神奈川県北

部に位置し、人口72万人の政令指定都市です。事業

場は約25,000あり、うち93.5％が30人以下の規模の中

小企業です。

　相模原市では「保健健康都市宣言」を行い、平成12

年から市民の健康づくりに取り組んでおりますが、

働く世代の健康課題を考慮した上で、平成20年に「働

く人の健康づくり地域・職域連携推進連絡会」（以下、

　特集 〈座談会〉　今後の産業保健をめぐるスムーズな連携 

土屋　譲　　医療法人社団杏音会土屋クリニックおよび土屋労働衛生コンサ
ルタント事務所長。荒川区医師会長や足立・荒川地域産業保健センター代表、
東京産業保健総合支援センター相談員を務める。これまで、電気・水道・運送・
金融・建設業など、さまざまな業種や規模の企業で産業医を歴任。
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安全衛生担当部署におり、安全衛生活動に従事して

おりました。平成12年に定年退職した際に大阪労働

局からの依頼を受けて、堺地産保のコーディネーター

になりました。地産保ができたのが平成５年で、拡

充センターになったのが平成11年ですから、その翌

年から携わらせていただいてます。

　堺地産保では、事業場訪問による産業保健指導に

力を入れており、今年（2015年）１～９月末までで40

事業場、450人の方々に対して医師による意見聴取を

実施しています。また、相談窓口として、今年（2015年）

は９月までに351人の相談に乗っています。堺市内の

大手百貨店・スーパー、府の施設、市の施設などを

お借りしまして、平日は17～ 19時、土曜日は14～

16時に健康相談を開催しております。対象に制限は

ありません。本来ならば、われわれの事業は50人未

満の企業の従業員を対象としているのですが、会社

で安心して働くためには、ご家族の皆さんも元気で

あることが必要です。働く方々をバックアップして

いる家族の皆さんからの相談を含めた相談窓口の開

設が労働者の健康につながるということで、実施し

ております。

　こちらの現状や課題につきましては、また後ほど

お話しさせていただきたいと思います。

○相澤　大変活発な活動をご紹介いただき、ありが

とうございました。

　それでは、実際に中小企業の担当者から職場の現

状や課題等についてご意見をいただければと思いま

すので、MMCテクニカルサービス株式会社（以下、

MTECS）の黒柳様、お願いいたします。

○黒柳正美（以下、黒柳）　当社は、三菱自動車グルー

プの一員として、工場建設・営繕工事をはじめ、工

場内の電気・ガス・水道等の動力源の供給や工具の

研磨などの生産サポートを行っています。社員数は

400人ほどで、事業場は京都、東京、名古屋、岡山の４ヵ

所です。

　当社は三菱自動車と親子関係にあるものですか

ら、中小企業の皆様方の代弁とはならないかと思い

ますが、三菱自動車京都工場内の、構内協力事業場

（約40社）の安全衛生協議会の会長を８年間務めさせ

ていただき、中小企業の皆様方とお付き合いさせて

いただいた経験に基づいて本日はお話させていただ

きます。

　先ほどお伝えした通り、当社は三菱自動車の関連

子会社であるため、産業保健に関するいろいろな取

り組み方もほぼ親会社の仕組みをそのまま使ってお

りますが、社内の産業保健関連従事者に専門の者は

おりません。衛生管理者は社員400人に対して16名、

ヘルプラインの受付窓口は、名古屋、京都、岡山の

各地区に１名ずつの計３名です。私はCSR室長でご

ざいますが、事務局が２名、これらは全員兼務であ

ります。

　当社でもここ数年、メンタルヘルス不調に関する

事案が発生するようになりました。東京、名古屋、

京都、岡山とそれぞれの職場からメンタルヘルス問

題が勃発し、いわゆるモグラたたき的な対応になっ

ており、かねてより抜本的な対応が必要と思ってお

りました。そこで、平成26年から「健康いきいき職場

づくり」活動をスタートいたしまして、一次予防への

取組みを現在活発化させているところです（本誌82号

特集参照）。

○相澤　早速ですが、黒柳さん、中小企業における

産業保健活動を行う上で感じる課題や問題を教えて

中小企業として感じる課題

鈴木仁一　　相模原市保健所長。千葉県や厚生労働省にて公衆衛生行政に
携わった後、神奈川県内の数ヵ所の保健所を経て、現職。産業医資格も持っ
ており、県の事業場の産業保健活動に取り組んだ経験もある。
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○黒柳　そこがなかなかできていないと反省してお

ります。

○土屋　見えない部分の配慮、難しいところですね。

○相澤　連携の方法について議論を深めたいと思い

ます。連携についてはバリア（壁）もあるのではないか

と思うのです。例えば外部医療機関と産業医との関係

など壁をどうやって乗り越えていくかなど、お気づき

の点はありますか？ 

○土屋　企業のレベルや事業主の意識によって安全

あるいは衛生に対する対策が変わってくるというお

話がありましたが、規模が小さくなればなるほど安全

衛生対策が疎かになる傾向は私も感じております。

　産業医の立場としては、先ほど黒柳様のお話があっ

たように、なかなか外部に研修に行く時間がないと、

企業の方々への説得といいますか、安全衛生の重要性

を説く機会が少なくなってしまいます。そうすると、

やはり産業保健総合支援センター（以下、産保セン

ター）や地産保を利用していただくのがいいと思うの

です。MTECSさんは、センター等の利用は？

○黒柳　当社は、メンタルヘルス研修等で京都産保セ

ンターなどにお世話になっております。ただ、「この

組織は、こんな活動をしている」ということを承知し

ください。

○黒柳　本日参加するにあたって、安全衛生協議会

の方々とも話してきたのですけれども、はっきり言っ

て、財務体質が脆弱です。さらに慢性的な人手不足

もあって産業保健に関する情報を仕入れたり、外部

機関へ勉強に行くという時間もなかなかとれません。

したがって、結果的にはメンタルヘルスも健康管理

も事後対応になってしまいがちです。社内での対応

にも限界があり、外部機関に依存せざるを得ない状

況ですので、地産保の訪問指導は非常にありがたい

なと思って聞いておりました。当社もそうなのです

が、予算や人手が足りない企業においては、問題が

起こってからでないと、産業医や産業保健スタッフ

と関与し合えないので、日常からの連携はあまりと

れていない気がします。

　今後、ストレスチェックの義務化によって、高スト

レス有所見者が現在より顕在化するとなると、外部機

関においても人手が足りなくなるのではないかと思

います。そういったマンパワーの問題がこれから出て

くるのではないでしょうか。現時点ですら外部機関と

の連携が希薄であるのに、今後さらに人手が足りなく

なると、連携がもっと希薄化してしまうのではないか

という懸念があります。

　また、「安全衛生」と一括りに言っておりますが、「安

全」と「衛生」というのは現場において力の入れ方に結

構差があります。特に産業保健を軽んじているわけで

はないのですが、お客様からの指摘を受けやすい「安

全」活動に比べ、優先順序からするとついつい後手に

回ってしまったところがあり、自分自身、大変反省し

ております。

○土屋　今のお話の中で、「安全」はしっかり取り組

んでも、「衛生」はなかなか難しいということですが、

「安全」というのは、例えば上から物が落ちてきて頭

をけがする――要するに、原因と結果がすぐリアル

にわかります。ところが、衛生、特に健康障害ですと、

じん肺など発症するまでに何年も何十年もかかる。

そして、発症してから気づいても遅いので、見えな

いところに配慮する必要がある。ですから、安全と

衛生というのは常に車の両輪で対処しなければなら

ないと考えております。

　　特集 〈座談会〉　今後の産業保健をめぐるスムーズな連携 

壁を乗り越えた連携の方法

黒柳正美　　MMCテクニカルサービス株式会社ＣＳＲ室長。三菱自動車京
都工場の構内協力事業場（約40社）の安全衛生協議会長を８年間務め、近
年は「健康いきいき職場づくり」活動を会社一体となって取り組む。
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ていれば、もっと利用しやすいのですが、まだセン

ター等の活動内容をよくご存じない事業主さんもい

らっしゃいます。また、せっかく情報提供があっても、

忙しくて利用できず、活動内容を知らないままに過ぎ

ている企業もあります。無料で活用できるサービスさ

えも受けられていない、というのが実態のようです。

○土屋　私が感じているのは、例えば地産保があち

こちにありますけれども、非常に忙しいところと忙

しくないところの差があり過ぎるのはなぜか？要す

るにいかに連携をしていくかという話になっていく

と思うのです。

○相澤　アンマッチがありますね。求められている

ところに支援が届いていない。

○黒柳　森コーディネーターの先ほどのお話で、今

年もうすでに450人でしたか、非常にたくさんの方々

をご指導されているという話を聞かせていただいて

びっくりしているのですけれども、訪問企業の順番

なり優先順序みたいなものはどうやって決めるので

すか。

○森　まず、堺労基署が、査察（臨検監督）として企

業を回られます。労基署が企業に対して指導をする

際に、「地域産業保健センターというところがあるか

らそこに電話しなさい」と地産保を紹介してくれるの

で、その企業から連絡をいただき支援をし、健診の

事後措置についてお聞きしたりして、支援に行くと

いうこともあります。

○黒柳　労基署との連携がうまくできているのです

ね。

○森　そうですね。特に現在の堺労基署長は、地域

産業保健事業は非常に大事だと一生懸命取り組んで

おられて、その恩恵にわれわれがあずかっていると

いうことになります。

○黒柳　連携のきっかけをつかむためには、コーディ

ネーターの方が企業訪問をされて、ヒアリングや現

場の実態を見られて問題を見つけ、そこに手を入れ

ていくというのが一番有効かと思います。自分たち

も甘えていてはいけないと思うのですけれども、こ

れまで「忙しくて行けない、人もいない」という理由

を正当化しているところがありましたので、外部機

関が暖かい手を差しのべて企業を訪問し、チェック

やアドバイスをしていただけるとありがたいと思い

ます。堺地産保では、今、まさしくそれができてい

らっしゃると聞きましたので、そこがあるべき姿な

のかなと思いました。

○相澤　コーディネーターの方が「直接企業に行って

指導しますよ」と言うと嫌がられるという話も聞きま

すよね。その辺りはどうなのですか。やはり労基署

の力を借りるというか、それをやられたほうがいい

のでしょうか？

○土屋　足立・荒川地産保でも、「労基署から言われ

た」というきっかけでの利用が一番多いです。労基署

も順番に企業を回っていると思いますが、人数が少

ないものですから、１回来ると、その後３年位は来

ません。できれば中小企業の方が自ら進んで相談に

来ていただけるような、入りやすい地産保を目指し

ていきたいと考えています。

○相澤　そうですね。その辺が非常に大事なところ

でしょうね。

○鈴木　役所の立場からすると、「役所に言われたか

ら嫌々行く・相談をする」というのはなかなか継続性

につながりにくいです。今、土屋先生がおっしゃら

れたように、言われなくてもやってくださいという

のが理想だと思うのです。

○土屋　確かに。役所から言われて来る企業はリピー

ターが少ないです。

○黒柳　おっしゃるとおりです。当社で取り組んで
森　有三　　堺地域産業保健センター コーディネーター。橋梁メーカーの安
全衛生担当として長年安全衛生活動に従事した後に、平成12年より現職。
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いる「健康いきいき職場づくり」においてもやらされ

感があると絶対に長続きしません。

　先日、何社かに産業保健活動について実態を聞い

て回ったのですが、「なかなか積極的に取り組めない

事情がある」という企業も現実にはあり、それが本音

かなと思います。特に50人未満の企業は、安全衛生

委員会を作らなくてもよいなど行政的な強制力が働

かない位置づけにあるため、それが結果的には、自

ら積極的な活動を始められない一つの要因になって

いるのではないかとも思うのです。スタートは労基

署の査察であってもよいと思います。きっかけは何

でもいいので、まず、産業保健活動にしっかり取り

組むことを自ら始めて、社員の方が元気になってい

きいき仕事ができ、結果的に業績も上がっていけば、

それこそよいサイクルが回るようになると思うので

す。

○相澤　先ほど、鈴木先生がおっしゃっていた地域

職域連携というのは、国を挙げてやろうとしている

わけですけれども、相模原市では、どういう動機で

始められたのですか。

○鈴木　地域の中で市民の方の健康状況を見て、30

～ 40歳代の働き盛りの人たちの健康づくりに対する

意識が低いとわかったことが大きなきっかけです。

市の職員でどうしたらいいか考え、職場との連携を

深めるのが一番いいということになりました。です

から、無理やり「職域と連携しなければいけない」と

いうよりは、「働いている方も市民なのだから、その

人たちの健康状況を改善するにはどうしたらいいか」

という考えから出てきた連絡会です。

○相澤　働いている期間はすごく長いですしね。病

気をして地域に帰ってくると負担になるというのは

わかります。連絡会は主に中小企業を対象としてい

るということなのですよね。

○鈴木　そうですね。

○相澤　目標というところでは、かなり地産保と似

ているわけですね。

○鈴木　狙っているところはまさしく同じようなと

ころだと思うのです。だから、地産保が支援してい

る内容がしっかりと機能していれば、連絡会は補足

的でいいわけですが、なかなか十分手が届かないの

です。それぞれの持っている強みを活かして、率直

にみんなで意見を出し合って考えていければいいの

かなとは思います。

○土屋　法律的に言いますと、労働安全衛生法（以下、

安衛法）と高齢者の医療の確保に関する法律（以下、

高確法）ということになりますよね。働いているうち

は安衛法で見ていって、退職後は特定健診と高確法

で高齢者として見ていく。そこに地域の中でつながっ

ていけばうまくいくと思いますけれども。

○鈴木　まさしくおっしゃるとおりで、働いている

ときから「健康づくり」が頭の中にあればリタイアし

た後もそのまま継続できるのですが、働いていると

きにさぼっていると、いざ地域に出たときに「やりま

しょう」と言ってもちょっと遅いわけです。関係者全

員がそういう連携をうまくやることが大事だという

共通認識を持っているかどうか、お互い意見を交わ

すというのが今は一番大事かなとは思いますね。

○相澤　次のテーマとして、地産保や産保センター

の活用のメリットやコツを教えていただければと思

います。これは事務局からも何かご意見が。

○事務局　ご存知のとおり、平成26年度から産保セ

ンターが各都道府県に設置されて、産業保健推進セ

ンター事業、地域産業保健事業、メンタルヘルス対

策支援事業の３事業一元化で事業を推進していくと

いう形になりました。それぞれ別の組織だった地産

保と産業保健推進センターも、相談や支援等をワン

ストップサービスで提供できることになりました。

　また、その中でも特に小規模事業場に対しての産

業保健活動を充実させてまいります。このため、な

るべく事業場に訪問して直接指導していくことが重

要であるとの認識から、これらの活動の活性化に、今、

取り組んでおります。また、最終的には産業医の皆

様には、その地域の事業場のかかりつけ医的なもの

になっていただくことが理想であり、重要であると

思っており、特に森さんをはじめコーディネーター

　特集 〈座談会〉　今後の産業保健をめぐるスムーズな連携 

地域との連携　
意見交換の場を設ける

外部機関の活用と課題



2016.1　第 83 号8　産業保健 21　

の皆様に行っていただいている活動が、そのきっか

けづくりとなっていると思っております。

　中小規模事業場は全国に何十万とありますが、ま

だまだその活動が一部に留まっております。今後ど

うやって、体制を充実させて活動を広げるか、継続

させていくか、地域の産業医の皆様をはじめ産業保

健関係者の方々につないでいくか──などがわれわ

れの課題であると感じています。

○相澤　ありがとうございます。「継続」というキー

ワードが出てきました。「きっかけ」もなかなか難しい

ので、きっかけがうまくいかないと継続性もうまく保

てないというようなこともあると思うのですが、森

コーディネーター、その辺はいかがでしょう？

○森　労基署の例もありましたが、われわれが努力

しないことには地産保の活動というのは停滞してし

まいます。地産保の利用を継続していただくために

は、信頼関係の構築と時間の有効活用が大切です。

堺市にある企業の約98％は中小企業です。その中小

企業の中でも20～ 30人の小企業が78％ですから、全

体から見ますと76％が小企業の町です。

　例えば、堺市は大手の企業さんの下請の会社が多

く、少人数で、単価を下げて、そして生産性を上げ

ないといけない。このような状況で事業場訪問をし

ても、「森さんに来てもらっても、健康相談の10分・

15分の時間がもったいないんや。機械は急に止めら

れしません」と言われます。「いや、社長さん、そん

な無理言いません」と説明し、長いつき合いの信頼関

係で、健診結果を預からせていただきます。そして

産業医の先生に面談する人をチェックしてもらい、

改めて産業医の先生と企業へ行きます。その際に、「こ

れ（健診結果）、ありがとうございました。実は、こ

の付箋を貼ってある方々を呼んでくれますか。別に

慌てて来んでもよろしいで」とお願いすると、事業主

の方にも理解していただき、従業員の方を呼んでい

ただけます。皆さん機械油の付いた手を洗って、顔

を洗って、前掛けをとって、来てくださいます。

　事業主の方にも、再検査や経過観察、業務上の配

慮が必要な方についての説明をしっかりと行い、事後

措置を記した用紙をコピーして、健康診断の結果票と

一緒にファイルをしておいてもらうようにお願いし

ます。その際に「労基署にも、これだったら安心して

提出できますよ」と伝えると納得してもらえます。

　また、従業員の方も毎年同じ産業医から指導をさ

れると、従業員と産業医の信頼関係ができ、「来年の

結果が楽しみや」なんてやりとりも生まれます。事業

主さんの健康に対する考え方もだんだん変わって、

理解も得られるようになるので、とにかく時間を有

効に使うように努めています。

○相澤　その後のフォローアップを登録産業医だけ

でなく、地域の開業医の先生にやっていただくとか、

やり方次第ではそういうケースも出てくるわけです

ね。それはいい地域連携になり得ると思います。

○土屋　森コーディネーターの事例は、いわゆる産

業医が頑張っている企業と同じレベルのことをされ

ていて、非常にいいと思っていたのですが、やはり

多くの小規模事業場では、なかなか職場巡視もでき

ません。地産保の登録産業医は、相談されても職場

を見ていなければ答えようがないということもよく

あります。企業と契約している産業医であれば職場

巡視もしていますから、健診結果を見て大体想像は

つくのですが、地産保のようにいきなり持ってこら

れた健診結果票だけで判断するというのは無理なの

で、できればそこで職場を見ておきたいと考えてい

るのです。地産保による職場巡視は、以前一度でき

なくなったのですが、平成26年度の３事業一元化で

できるようになったので、それは非常にいいと思う

のです。

　例えば、作業者の「手が黒い」とわかった場合、巡

視の際にどういう職場でどんな汚染をされているか

を見ることもできるので、非常に重要です。ですから、

地産保においても、今後、職場巡視を中心にやって

いければよいのではと考えています。

○森　職場巡視については、われわれも生産の工場

を持っておられる事業場に対して職場巡視をお願い

しています。われわれは労基署とは違いますから、「あ

くまでも産業医の先生が勉強のために」とお願いして

います。実際に銀行や証券会社、また、鉄工所の産

業医の先生もおられます。ですから、いろいろなと

職場巡視について
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ころを見させてもらって先生たちにも勉強しても

らっています。大抵の企業には受けていただけます。

○鈴木　うちに来てほしくないとか、トラブルみた

いなことはあるのですか。私は保健所ですから、食

品の製造会社はよく行くことがあるのですが、入る

ときに衛生上の対応として部外者の人は簡単に入れ

ないような感じになっています。そういうところは

どうなさっているのでしょうか？

○森　もちろんあります。精密機器を扱う事業場な

どでは、「写真はいけません」、「一般の方は遠慮して

いただいています」というところもあります。でも、

それはそれで結構です。正直言いまして、そういう

事業場はきれいです。

○鈴木　なるほど。

○黒柳　森コーディネーターは、非常にすばらしい

活動をされておられると思います。ぜひ森コーディ

ネーターのような方が中小企業へどんどん飛び込ん

で支援していただきたいと思うのですが、今度はニー

ズに対してサポートする側のパワーと言いますか、

森コーディネーターのような方は堺地産保の中では

何名位いらっしゃるんですか。

○森　今、コーディネーターは２人おります。例え

ば去年（2014年）の事業場訪問数は75なのですが、２

人で分担して、私が50ぐらいで、同僚が新しい方な

ので25ぐらい。活動してもらっている産業医は30人、

うち事業場訪問にご協力いただいているのは15人ぐ

らいです。地域に登録産業医の先生は300人位おられ

ますが、実際に活動していただいているのは、１割

ぐらいだと思います。開業医の先生の昼の休憩時間

を利用して事業場訪問をしていただいていますから、

われわれもいろいろ考えて調整しています。また、

医師会の先生方にも協力していただいています。

○黒柳　そうすると、まだ回られていない企業さん

もあるのでしょうね。

○森　あります。

○黒柳　お二人では、マンパワー的には足りないと。

○森　はい。まったく足りません。人員が増えれば

訪問事業場も増やせると思うのですが…。

○相澤　難しいところですね。

○相澤　今日のお話を含めて今後の連携などについ

てご発言、ご提案があったらお願いしたいと思いま

す。

○土屋　今日のお話を伺って、やはり規模によって

も違いますし、地域によっても違います。地産保の

産業医やコーディネーター、それぞれのスタッフも

そうですけれども、その風土に合った対応をしてい

かないと長続きしないのではないか。待っているだ

けでは来ませんし、かといって、どれだけ宣伝して

その効果があるのかというのもまた難しいところで

すね。労基署ばかりに任せていてもいけません。要

するに、「健康はお金では買えない貴重なものだ」「安

全と衛生は車の両輪でどちらが欠けても車は進まな

い」ということを、まずそれぞれの労働者の方、事業

主の方に自覚してもらうように、われわれは努力し

ていかなければならない。そのためには、産業医と

しても常に学んでいかなければなりませんし、社会

の変化に対応できるような対策を地産保としても

とっていかなければならないと考えます。

○相澤　ありがとうございました。鈴木先生はいか

がでしょうか。

○鈴木　「従業員の方の健康を守る」という点では職

域も地域も一致しているとは思うのですけれども、

そこに対するアプローチとして、ただいま土屋先生

からお話があったように、地域ごとに考えていかな

ければいけないのかなと思っています。

　特に、組織的に見ればそれぞれの組織の役割があ

　特集 〈座談会〉　今後の産業保健をめぐるスムーズな連携 

コーディネーター・地域で活動
する産業医不足

まとめ―中小企業の産業保健活
動を活発化させるには―
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るのですが、うまくやっているところとそうでない

ところでは、必ずしも状況は一緒ではありません。

地域で活用できる資源を最大限に利用しながらアプ

ローチしていくというのがいいのかな、とは思って

いて、今日のお話を聞いて、私どもの連絡会でもそ

ういうお話を参考にさせていただき、もっとうまく

やっていきたいと思いました。

○相澤　ありがとうございました。それでは、森コー

ディネーター、いかがでしょうか。

○森　労基署、市役所、商工会議所、保健所などの

組織を通じてご指導・推薦していただいて、数多く

の事業場訪問ができる環境をつくりたいと思ってい

ます。しかし、先ほど土屋先生もおっしゃいました

ように、労基署の協力だけでなく、われわれも開拓

しなければいけません。底辺は広くありますので、

その辺をまた努力して活動してまいりたいと考えて

おります。

○相澤　どうもありがとうございました。最後、黒

柳様、お願いします。

○黒柳　全般的な意見、要望としては、森コーディ

ネーターからもお話があったように、全体的にマン

パワーが足りないという状況にあるのだろうと思い

ます。その補強策の一つとして、実は、社会保険労

務士の方々は結構身近にいらっしゃって、相談をす

る機会は結構な頻度であるので、産業保健スタッフ

ではありませんが社会保険労務士の方も巻き込んだ

連携プレーというのがあるのかなと思います。

　それから、費用面でもいろいろな産業保健機関ご

とに助成があるのですが、今、土屋先生がおっしゃっ

たように、社員が大事、健康が大事ということは十

分理解しているものの、そういうフォーラムや研修

にさえ行けない、予算がないという会社が多いので

す。だから、もっと助成なり、単純に言うと割引など、

いろいろな拡大をお願いできたらありがたいと思い

ます。

　さらに、土屋先生がおっしゃっていた、守りから

攻めへと言いますか、待ち受けではなくて積極的に

企業へ訪問するといったサービスがもっと広がるの

が理想だと思います。例えば、森コーディネーター

はお一人ですけれども、複数の企業同士のコミュニ

ティを作って、一堂に会して教育を受ければ複数分

の１の工数で済むというようなことも考えられるの

で、そういった地域の企業や業種でチームをつくる

のもよいのでは？と思いました。

　当社も産業保健活動については今まではどうして

も事後対応になりがちだったのですが、かえって結

果的にはお金もかかるし時間もかかります。多少投

資的な経営資源が必要にはなりますが、これまで１

年間「健康いきいき職場づくり」をやってみて、一次

予防に切り替えることで、後手に回っていた産業保

健費用が結果的には減って、一次予防に必要となっ

た投資は十分回収できると思っています。

○相澤　ありがとうございました。

　最後のまとめを黒柳さんに言っていただいたよう

な感じがしますが。私も今日は、はじめは地域と職

場の連携とかそういうイメージだったのですけれど

も、むしろ大事なのは「企業と企業との連携」、「行政

と企業との連携」、「医療機関・保健医療機関と企業

との連携」も中小企業ではやっていかなければいけな

いということだと思います。また、その間に立つ人

（コーディネーター）が必要なのですね。森コーディ

ネーターのような熱心な活動が全国的にあれば一番

いいわけです。今日お集まりいただいたのは模範的

なケースの方ばかりですので、これが全国に広がる

ような形にすれば日本の中小企業の産業保健もこれ

からよくなっていくのではないかと思いました。

　この座談会でのお話が、全国に広がるように、読

者に訴えられるような形になればありがたいと思い

ます。

　本日は、本当に貴重な御意見をたくさんいただき

まして、どうもありがとうございました。
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　11月19日　　「中小企業団体の組織力を生かした産業保健活動活性化の検討」（石川）、「職域におけるAbsenteeism（病

欠）、Presenteeism（生産性）、健康診断結果および医療費を含む包括的な健康評価システムの構築の試み」（熊本）、「医療・

福祉施設におけるメンタルヘルスに関する調査――離職防止の要因を探る」（北海道）、「社会保健福祉職場におけるワー

クライフバランス―ストレスと筋骨格系障害の予防の視点から― 」（大阪）、「除染等作業従事者の医師による健康管理を

中心とした労働衛生管理の実態調査」（福島）、「高年齢者及び事業所が求める労働現場における医療・保健サポート解明

の為の調査研究」（長野）、「地域職域連携による高齢労働者のための継続した健康づくり体制について」（山口）、「和歌山

県における地域職域連携の推進に関する調査研究」（和歌山）

　11月20日　　「海外出張者のための健康管理対策マニュアルの開発」（東京）、「ITを活用した地域産業保健センター

事業の活動支援の検討」（福岡）、「３事業統合後の新組織運営の課題と活性化のための方策」（千葉）、「小規模事業場の

産業保健活動と産業保健推進センター及び地域産業保健センターの支援状況並びに産業医の活動状況と産業保健に対す

るさらなる効果的支援に関する研究」（鹿児島）、「メンタルヘルス対策に於ける”事業場外資源”の役割と機能-その現状

と課題～”事業場外資源ガイドブック”の作成」（神奈川）、「産業保健スタッフと医療機関の連携を促進する職場復帰支援

に係る調査研究」（岡山）、「労働者がいだくうつ病イメージとうつ病からの回復イメージ」（岐阜）

産業保健スタッフ・医療機関など、

それぞれの立場が行うべきことや

配慮・支援をする際のポイントが

語られた。

　全発表終了後には、評価を行う

委員による講評が行われ、「各地域の特性に合わせた

調査研究をもっと行うとよい」、「アンケート調査時

の回収率が悪いため、工夫が必要」、「調査結果のそ

の後の有効活用が望まれる」「中小企業への支援に関

するテーマが増えたのはよいことである。今後は、

事業主の無関心・無理解をいかに解決するかが課題。

有能な産業医や保健師の働きが扇状に広がるとよい」

などの感想・助言がなされた。

　（独）労働者健康福祉機構は、平成27年11月19・20日、

神奈川県川崎市内で「平成27年度（第20回）産業保健調

査研究発表会」を開催し、全国の産業保健総合支援セ

ンター（以下、産保）で実施された調査研究の成果発

表を行った。武谷雄二理事長は冒頭のあいさつで、「産

業保健は、社会に根差した問題点を分析し、解決策

を生み出すという非常に重要な領域である。今回発

表される研究結果が産業保健分野のドライビング・

フォース（業界を牽引する力）となることを期待して

いる」と述べた。

　２日間で15題の発表が行われ（下記参照）、各産保

の所長をはじめとする参加者たちは発表者と活発な

質疑応答を交わした。さらに１日目には、（独）国立

がん研究センター・がん対策情報センターがんサバ

イバーシップ支援研究部長

の高橋都氏による講演、「働

くがん患者への支援～治療

と仕事の調和に向けて～」

も行われ、がんと仕事の両

立について、本人・職場・

 平成27年度（第20回）産業保健調査研究発表会レポート

中小規模事業場や高年齢者に関する研究が増加
独立行政法人労働者健康福祉機構

講評の様子あいさつをする
武谷理事長

講演を行う高橋氏

ホームページにて全研究テーマと発表者を掲載しております
https://www.rofuku.go.jp/sangyouhoken/sanpo_chosa/tabid/1032/Default.aspx

各発表のテーマ（発表順）
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　平成25～ 29年度の国の第12次労働災害防止計画で

は、労働災害における休業４日以上の死傷災害を平成

24年と比較して平成29年までに15%以上減少させる数

値目標を掲げています。しかし、平成26年度までの

途中経過では計画通りの減少はしておらず、平成26

年における休業４日以上の死傷災害は119,535人とな

り、平成25年より1,378人（＋1.2%）も増加するという

厳しい状況にあります。

　平成26年の労働災害のうち、休業４日以上の死傷

災害についての発生状況別統計によると、１位が転倒、

２位が墜落・転落、３位がはさまれ・巻き込まれとなっ

ており、上位３つが今回のテーマとなっています。ま

た、この上位３つを合算すると、休業４日以上の死傷

災害全体の50%以上を占めているため、この３つの労

働災害の防止対策が特に重要です（図１）。

　転倒災害は、休業４日以上の死傷災害全体の２割

強を占めており、さらに墜落・転落やはさまれ・巻

き込まれによる労働災害の発生数が減少または横ば

い傾向であるのに対して、転倒災害は唯一、増加基

調にあります（図２）。特に、高年齢者や高年齢労働

者が転倒した場合には、重症化する割合が多いこと

が指摘されています。また、第三次産業においても

その発生は多く、業種を問わず広く問題となってい

ます。このため、国としても、「STOP！転倒災害プ

ロジェクト2015」１）を展開し、事業場における転倒災

害防止対策の徹底を求めています（P15コラム参照）。

同プロジェクトでは、冬期の転倒災害の多い２月と

全国安全週間の準備月間である６月を重点取組み期

間として、事業者の積極的な取組みを通して効果的

な対策の推進に力を入れています。

　墜落・転落災害は、死亡災害の発生状況別統計で１

位であり、平成26年に発生した死亡災害1,057人のう

ち約１/４にあたる263人を占めており、特にその重

大性から対策の強化が求められています（図３）。

　はさまれ・巻き込まれ災害は、平成26年の死亡災害、

休業４日以上の死傷災害のいずれにおいても発生状況

別統計では３番目に多く、特に、死亡災害においては、

151人と平成25年比で＋14.4%と急増しています。

　転倒災害は大きく「滑り」「つまずき」「踏み外し」の

３種類に分けられます。「滑り」による転倒災害の要因

としては、床が滑りやすい素材であること、床に水や

油が飛散していること、ビニールや紙などの滑りやす

い異物が床に散乱していること等が挙げられます。

「つまずき」による転倒災害の要因としては、床の凹凸

や段差、床に放置された荷物や商品、台車等が挙げら

れます。さらに「踏み外し」による転倒災害の要因とし

ては、大きな荷物を抱えるなど足元が見えない作業や

労働衛生対策の基本 ⑦

転倒、転落、はさまれ対策
産業医科大学 産業生態科学研究所 作業関連疾患予防学研究室 非常勤助教　岩崎明夫

いわさき　あきお●産業医科大学産業生態科学研究所作業関連疾患予防学研究室非常勤助教。専門は作業関連疾患予防学。主に過重労働対策、メンタルヘルス
対策、海外渡航者健康管理対策、両立支援の分野で活躍。

1.転倒、転落、はさまれ災害の
　現状とその特徴

2.転倒災害とその対策

出典：労働者死傷病報告

転倒
26,982
（+4.3%）

墜落・転落 
20,551
（+1.8%）

 
はさまれ ・
巻き込まれ 

15,238 （－0.2%）
動作の反動・無理な動作
 14,191 （+2.0%）

切れ・こすれ
 8,704

（－3.7%）

交通事故
（道路）
 8,266

（－0.6%）

その他 
25,603
（+0.2%）

計：119,535人
（+1.2%）

図１. 平成26年の休業４日以上の死傷災害人数（平成25年比）
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不適切な靴の利用等が挙げられます。一方で、職場で

取り組むべき対策は、モノの対策（設備）、作業方法の

対策（管理）、その他の対策に分けられます。モノの対

策では、歩行通路に物を放置しない、床面の汚れ（水、

油、粉等）を除去する、床面の凹凸や段差等の解消、

４Ｓ（整理・整頓・清掃・清潔）の推進等があります。

作業方法の対策では、時間に余裕を持って行動する、

滑りやすい場所では小さな歩幅で歩行する、足元が見

えにくい状態での作業は避ける等により転倒しにくい

作業を行うことが大切です。その他の対策としては、

作業に適した歩行しやすい靴の着用（靴の屈曲性のよ

いもの、軽量で重量バランスが前に偏っていないこと、

つま先部の高さがあること、靴底と床の耐滑性のバラ

ンスを取ること等）、職場の転倒リスクを記した危険

マップ（ハザードマップ）の作成による危険情報の労働

者への共有、転倒危険場所にステッカー等で注意喚起

をする等があります。また、これらの対策をまとめた

「転倒災害防止のためのチェックシート」（表１）があ

りますので、職場改善に役立てましょう。

　さらに冬期は転倒災害が増加する時期です。この

時期の対策としては、天候に気を配り天気予報を活

用して寒波が予想される場合などは労働者に適切に

周知し早めの対策を実施する、駐車場等の除雪・融

雪対策を施し、出入口に転倒防止マットを敷く、夜

間の照明設備を設置して安全を確保する、時間に余

裕をもって歩行・作業を行う、職場の危険マップの

共有や適切な履物の着用、歩行方法の教育などの実

施等が挙げられます。

　また、高年齢労働者においては転倒災害のリスクが

高く重症化する割合も高い傾向があるため、対策が望

まれます。例として、高年齢労働者ほど摺り足で歩行

する傾向があるため、つま先部の高さが低い靴は避け

る、つまずきの原因となる段差はなるべく少なくする、

段差の色別表示や段差部位に滑り止め措置を講ずる、

スロープ（傾斜）や作業床には滑り止めを設ける、ノン

スリップ靴を着用する、さらに人感センサーなどを活

用した照明を設置する等が挙げられます。

　墜落・転落災害は死亡災害の中で一番多く、一度発

生すると重大な結果をもたらしかねません。墜落・転

落災害の原因として、「滑り」「踏み外し」「自分の動

作の反動」が３大要因となっています。対策の基本と

なるのは、モノの対策（設備）、作業方法の対策（管理）、

人の対策となり、不安全状態・不安全行動の両方をな

くすことが大切です。

　モノの対策（設備）としては、まず墜落・転落が起こ

らない状態にすることがもっとも大切です。墜落・転

落につながる可能性のある開口部はふさぎ、作業を行

うときは開口部には防護柵等を設置して不安全状態を

なくす必要があります。作業事情により防護柵等の設

置が困難な場合は安全ネットを張り墜落防止措置を施

すとともに、安全帯の着用を確実に行い、不安全行動

を防止することで、墜落・転落が発生しても災害につ

ながらないようにします。

　作業方法の対策（管理）としては、作業標準を作成周

知し作業方法・作業手順を明確にする、作業者の特性

出典：厚生労働省 労働者死傷病報告「事故の型別死傷者数の推移」

墜落・転落 

 

 

はさまれ・
巻き込まれ

転倒

11　 13　 15　 17　 19　 21　 23　 25 （平成）

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

（人）

25,878人、22％

図２. 転倒災害増加の推移

出典：死亡災害報告

はさまれ ・巻き込まれ 
151 （+14.4%）

崩壊・倒壊
 58

（+3.6%）

計：1,057人
（+2.6%）

墜落・転落 
263

（－1.1%）

交通 事故 
（道路）
 232 

（－0.4%）

その他 
256

（－4.1%）

激突され 
97

（+27.6%）

図３. 平成26年の死亡災害人数（平成25年比）

3.墜落・転落災害とその対策
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（年齢・職歴・資格・能力・健康状態等）を考慮して適

正配置を行う、作業指揮者等による作業の管理を行う、

適切な照度を確保する、作業者へ教育・周知を徹底す

る、職場巡視によりリスクの確認と改善を行う等が挙

げられます。

　人の対策としては、墜落・転落災害においては特に

「自分の身は自分で守る」という認識を徹底し、安全を

最優先に仕事を進める作業者教育と職場づくりを推進

する、保護帽や安全帯等の保護具を必ず着用する等が

挙げられます。

　墜落・転落災害は、高所作業など、一度発生すると

死亡災害等の重大なケースとなることが多いため、基

本を徹底することが何より重要です。災害防止には、

まず安全な通路と作業床の確保を徹底し、作業標準に

基づく適正な作業手順を理解して守ること、作業場の

４Ｓを徹底することが大切です。

　また、高年齢労働者においては、高所作業はなるべ

く地上作業への置き換えを検討する、垂直はしごは段

ばしご・階段に改善する、階段に手すり・滑り止めを

設置する、高所作業は高所作業台を活用する、利用頻

度の多い階段はスロープ化する、高年齢労働者の特性

に合わせた作業方法等の教育と訓練を実施する、夜間・

夜勤作業は可能であれば避ける等が挙げられます。

　

　はさまれ・巻き込まれ災害は、平成26年の休業４

日以上の死傷災害と死亡災害でともに３位となって

います。災害の重篤性も高く、障害が残りやすい災

害でもあります。

　はさまれ・巻き込まれの原因としては、機械運転

中に手を出してしまう、安全装置が不十分であった、

作業標準が作れない非定型作業である、決めたこと

が守れない・守られない、危険予知が十分ではない、

設計に安全が組み込まれていない等が挙げられます。

　また、はさまれ・巻き込まれの部位としては圧倒

的に手が多く、約60%が指・手・腕となっており、特

に指が多いことが指摘されています。足の災害は安

全靴の普及とともに減少傾向にありますが、手には

確実な保護具がないことや意識せずに手を置く動作

をしてしまうこと等もはさまれ・巻き込まれ災害の

減少を難しくしています。

　モノの対策（設備）としては、設備上の安全対策の

確実な実施が有効です。機械の安全対策としては、

はさまれても災害とならないように手足が入るだけ

の安全間隔を確保する、機械の危険箇所を部分的ま

たは全体として囲んでしまう囲み式とする、人が近

づくことで機械を自動停止する自動停止方式とする、

危険発生時に人の操作で機械を停止する操作方式、

標識・表示・警報で作業者に注意を喚起する等があ

ります。先に挙げた対策のほうが本質的に安全に近

い対策といえます。また、事故が起こる前提で安全

を確保しておく機械設計上のフェイルセーフの原則

が徐々に徹底されてきており、安全の確保に効果を

あげています。

　管理面の対策としては、機械停止対策の徹底と作

業標準の確立が大切です。特に機械停止の徹底につ

いては、はさまれ・巻き込まれ災害の根本的な原因

として機械の運転中に手を出すことがあり、それを

前提として対策を検討しておく必要があります。具

体的には、システム的に連動している場合はそれぞ

チェックの結果はいかがでしたか？ 問題のあったポイントが改善されれば、きっと
作業効率も上がって働きやすい職場になります。
どのように改善するか「安全委員会」などで、全員でアイディアを出し合いましょう！

あなたの職場は大丈夫？転倒の危険をチェックしてみましょう

身の回りの整理・整頓を行っていますか
通路、階段、出口に物を放置していませんか

床の水たまりや氷、油、粉類などは放置せず、
その都度取り除いていますか

安全に移動できるように十分な明るさ（照度）が
確保されていますか

時間に追われて、あわてて作業を行って
いませんか

荷物を持ちすぎて足元が見えないことは
ありませんか

ポケットに手を入れながら、人と話しながら、
携帯電話を使いながら歩いていませんか

作業靴は、作業に合ったちょうど良いサイズの
ものを選んでいますか

ヒヤリハット情報を活用して転倒しやすい
場所の危険マップを作成し、周知していますか

段差のある箇所や滑りやすい場所などに
注意を促す標識をつけていますか

ストレッチ体操や転倒予防のための運動を
取り入れていますか

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

チェック項目

表１. 転倒災害防止のためのチェックシート１）

4.はさまれ・巻き込まれ災害と
　その対策
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れの機械を独立に止めることができるようにする、

手出しを不可能とする安全カバーを設置する、手作

業を機械化して手出し作業を不要にする、手出しを

した場合に機械が自動停止（非常停止装置）する、手

出し危険箇所に標識・表示・警報を設置する等があ

ります。また、はさまれ・巻き込まれ災害において

は作業標準が徹底していれば予防できた可能性のあ

る災害が含まれており、作業標準が確立できる作業

については、作業標準の徹底と作業者への教育が大

切です。

　人の対策としては、いわゆるKYT（危険予知トレー

ニング）により、はさまれ・巻き込まれ災害の防止に

役立てること、ヒヤリ・ハット事例の収集と労働者

　2015年１月20日から12月31日まで（重点取組期間を

積雪や凍結による転倒災害の多い２月と全国安全週間

の準備月間である６月に設定）、「STOP！転倒災害プロ

ジェクト2015」が、厚生労働省や関係団体の主唱によ

り実施されました。本文冒頭にもあるように、全国にお

ける転倒災害は件数がなかなか減らず、むしろ増加傾

向にあります。2015年のプロジェクト期間は終了しまし

たが、転倒災害の重大性を考慮し、厚労省は今後もプ

ロジェクトを継続する方針を固めています。本コラムに

プロジェクトで挙げられた対策のエッセンスを紹介しま

す。

■一般的な転倒災害防止対策■

①作業通路における段差や凹凸、突起物、継ぎ目等の

解消

②４Ｓ（整理、整頓、清掃、清潔）の徹底による床面の

水濡れ、油汚れ等のほか台車等の障害物の除去

③照度の確保、手すりや滑り止めの設置

④危険箇所の表示等の危険の「見える化」の推進

⑤転倒災害防止のための安全な歩き方、作業方法の推

進

⑥作業内容に適した防滑靴やプロテクター等の着用の推進

⑦定期的な職場点検、巡視の実施

⑧転倒予防体操の励行

■冬季における転倒災害防止対策■

① 気象情報の活用によるリスク低減の実施

ア）大雪、低温に関する気象情報を迅速に把握する体制の

構築

イ）警報・注意報発令等の対応マニュアルの作成、関係者

への周知

ウ）気象状況に応じた出張、作業計画等の見直し

② 通路、作業床の凍結等による危険防止の徹底

ア）屋外通路や駐車場における除雪、融雪剤の散布による

安全通路の確保

イ）事務所への入室時における靴裏の雪、水分の除去、凍

結のおそれのある屋内の通路、作業場への温風機の設

置等による凍結防止策の実施

ウ）屋外通路や駐車場における転倒災害のリスクに応じた

「危険マップ」の作成、関係者への通知

エ）凍結した路面、除雪機械通過後の路面等における荷物

の運搬方法、作業方法の見直し

「STOP！転倒災害プロジェクト2015」１）を今後も活かすコラム 

への共有、指差し呼称による安全確認、さらに作業者

教育の徹底等が重要です。

　転倒、転落、はさまれ災害は今でも労働災害の主要

な原因を占めており、各事業場での継続的な対策と改

善が求められています。それぞれ背景は異なりますが、

基本に立ち返り、危険源に基づく対策とPDCAによる

改善が大切です。また今後も増加していく高年齢労働

者は豊富な知識や経験等を有する一方で、視力、筋力、

平衡感覚、疲労回復等、加齢に伴う身体機能の低下と

いう側面があるため、その特性には十分な配慮が必要

です。

5.まとめ

参考文献
１）厚生労働省：職場のあんぜんサイト「STOP！転倒災害プロジェクト2015」．http://anzeninfo.mhlw.go.jp/information/tentou1501.html
２）中野洋一：なくそう！墜落・転落・転倒（第5版）．中央労働災害防止協会．2012．
３）豊島富三郎：なくそう！はさまれ・巻き込まれ（第3版）．中央労働災害防止協会．2004．

　上記の参考文献１）にある特設サイトには、今後も継続して活かせる対策が豊富に詳しく掲載されています。中小規模事業場でも取り組める具体的な事例
も掲載されていますので、ぜひ参考にしてください。
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　シリーズ第６回は、山形県北部に位置する酒田市

と庄内町、遊佐町を担当する酒田地域産業保健セン

ター（以下、酒田地産保）の活動を紹介する。

　運営主幹の菅原保先生、コーディネーターの浅井

俊夫さん、保健師の中野あゆみさんと菅原時子さん

に、コーディネーターと登録産業医、保健師が一体

となった取組みで健康相談・面接指導の利用数を大

きく伸ばしている活動を中心にお話をうかがった。

　酒田地産保の「健康相談・面接指導」の実績件数は、

平成20年度の55件に対し、26年度は174件と大きく

伸びている。浅井コーディネーターが事業場に足を

運んで地産保の利用を呼びかけ、毎年度末には登録

事業場に相談等の利用調査を行い、利用を希望する

事業場から相談内容や希望時期などを集計、そして

登録産業医と保健師の協力を得て事業場を訪問し、

健康相談・面接指導を毎年重ねてきた成果である。

　酒田地産保の管内では、全体の約98％が50人未満

の事業場であり、「金属加工や製紙業などさまざまな

分野の小規模の製造業が多く、工夫を凝らしながら

頑張っています」とコーディネーターの浅井さん。

　そうした事業場の従業員に対する健康相談や面接

指導は、以前は曜日と時間帯を決めて窓口で産業医

が待機するかたちで実施していた。だが、この方法

では相談者の来ない日もあり、浅井コーディネーター

は、「せっかく先生が時間をつくっているのにもった

いない」と判断。計画的に打って出る方法を考えて10

年前、利用調査を行う取組みを開始した。

　この取組みの具体的な流れは次の通りである。

① 利用調査

　毎年２月、登録事業場に３点セット（酒田地産保の

案内、登録申込書、「健康相談・面接指導」利用申込書）

を送付。産業医、保健師が健康相談等に無料で応じ

るサービスを実施している旨を伝え、利用を希望す

る事業場には、場所（事業場または地産保）、時期、

相談内容を書き込んで返信してもらう。

② 訪問前の準備

　利用を希望すると回答した事業場の希望時期と産

業医、保健師のスケジュールを踏まえ、浅井コーディ

ネーターが訪問日時を調整。年間の訪問予定表を作

成して、産業医、保健師に連絡する。一方、訪問先

となる事業場には事前に従業員の健康診断結果を

送ってもらい、保健師がその結果をみて、産業医に

よるアドバイス等が必要と思われる従業員について

事前に事業場へ連絡。この準備により、訪問先で時

間を無駄にすることなく、産業医と保健師がより充

実した相談・指導を行えるようになった。

　「訪問件数が増えたことから、事前にできることを

行うこの方法にしました」（中野保健師）。

③ 事業場を訪問

　訪問は、産業医と保健師、浅井コーディネーター

の３人で行く。保健師が事前に把握した対象者の健

康相談や保健指導を行うほか、健診結果以外の従業

1. 事前調査で利用を呼びかける

地域産業保健センター
事例紹介

6

酒田地域産業保健センター

丁寧なアプローチと訪問前の準備により
健康相談・面接指導の内容を充実
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員の健康等について事業場の担当者が気になってい

ることがあれば聞いて対応している。

④ 健康診断結果について

　産業医が指導を行った従業員にはその結果を文書

でも伝える。『治療または精密検査が必要』であった

場合、その後の受診状況を事業主が把握するために

指導結果を伝える用紙（Ａ４サイズ）の下半分は『受診

結果』として、本人が記入して事業場に提出する内容

とした（図１）。これにより、事業場が事後措置を把

握し、文書で保存することができる。

　「従業員の方への就業上の対応が必要であれば、事

業場できちんと行っていただくことにつなげるもの

として作成しました」（浅井コーディネーター）。

　これら取組みを始めてから、相談・指導を行った

事業場からは翌年も利用が希望されるようになり、

健康に対する意識が高まったり、健診結果がよくな

るなど、年々着実によい方向へと変わっていく事業

場が出てきた。また、健康相談を通してがんを疑っ

て早期に把握できた事例もあり、地産保として「その

事業場に関わることができてよかった」と感じるケー

スも少なくないという。

　取組みの開始当初、いきなり利用調査の文書を事

業場に送付するのではなく、浅井コーディネーター

はできるだけ事業場を回って地産保の説明に努めた。

また、新規登録事業場の拡大や確認のため、労働基

準監督署との連携を密にしたり、酒田市の広報に地

産保の取組みを掲載してもらったりしている。

　「浅井さんの努力を見ていますから、皆が協力して

います。医師会も実質的に活動している登録産業医

が26人と多いほうですし、産業保健の取組みに熱心

です」と菅原先生。手厚い健康確保対策に継続的に関

わることで、事業場のレベルが着実にアップしてい

ると感じられるという。また、この取組みのかたち

は県内のコーディネーターの研修会でも伝えられ、

積極的な交流が進んでいる。山形産業保健総合支援

センターの相談員でもある菅原先生は、「よい結果の

出ている事例をコーディネーター間で共有し、さら

に地方から発信し、全国的な活動につながるよう推

進していきたいと思っています」と意欲的である。

　菅原保健師は「従業員の皆さんの健康確保対策に事

業場が主体的に取り組めるよう、まだ情報の届いて

いないと思われるところに声をかけています。利用

された事業場には、他の事業場に呼びかけてくださ

いと口コミをお願いしています」と一層の利用拡大を

目指すと話し、中野保健師も「利用を増やしながら事

業場が自立していけるよう支援をしていきたい。こ

の取組みを始めてから顔見知りの労働者の方が増え

て、“中小企業の保健師”として活動できるように

なってきました。今後も親しんでいただける保健師

を目指したい」と話した。

　浅井コーディネーターは「産業医、保健師ともよい

方々に恵まれてありがたい限りです。私は地元の中

小事業場で働いている方々に元気であってほしい、

そして、事業場そのものも元気であってほしい、そ

の思いがこの取組みの原動力になりました。今後も、

下からコツコツと支えていきたいと思います」と謙虚

な姿勢で取組みを続けている。

2. 事業場の元気を支えたい
下半分は本人が記入し、事業場に提出する

図１. 「健康診断結果について」の様式　
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1）当事者等
（１）訴えた側　訴えた（被上告人。（第１審反訴原告、

第２審被控訴人））のは１）、業務上の疾病（頸肩腕症候

群）により就労ができないとして、３年以上療養補償

給付等を受給して休職し、休職期間満了後に打切補

償を支給され解雇された大学職員（以下「X」という。）

である。

（２）訴えられた側　訴えられた（上告人。（第１審反

訴被告、第２審控訴人））のは、Ｘの使用者である学

校法人（以下「Ｙ」という。）である。

2）Ｘの請求の根拠
　Ｘは、労働者災害補償保険法（以下「労災保険法」と

いう。）の療養補償給付等は受給しているものの、Ｙ

から療養補償給付等を受けていないから、労働基準

法（以下「労基法」という。）第81条２）の定める「第75条３）

の規定によって補償を受ける労働者」に該当せず、本

件解雇は労基法19条４）に違反し、また、解雇権の濫用

であり無効であるとして、地位確認等を求めた。

3）事実関係の概要（裁判で認定された事実関係）
（１）Ｘは、平成９年４月からＹにおいて勤務していた

ところ、平成14年３月頃から肩こり等の症状を訴え

るようになり、平成15年３月13日、頸肩腕症候群（以

下「本件疾病」という。）との診断を受けた。

（２）Ｘは、同年４月以降、本件疾病が原因で欠勤を繰

り返し、平成18年１月17日から長期の欠勤をした。

（３）中央労働基準監督署長は、平成15年３月20日の

時点で、本件疾病は、業務上の疾病に該当すると認定

し、Xに療養補償および休業補償を支給する旨の決定

をした。

　これを受けて、Yも、同年６月３日以降のXの欠勤

を業務災害による欠勤とした。

（４）Yは、平成21年１月17日、Xの欠勤が３年を経

過したが就業できない状態が続いたことから、規程に

基づき同日から２年間の休職とした。

（５）平成23年１月17日、休職期間が経過したが、Xは、

Yからの復職の求めに応じず、職場復帰の訓練を要求

した。これを受けて、Yは、Xが職場復帰することが

できないことは明らかであるとして、同年10月24日、

打切補償として平均賃金の1,200日分相当額を支払っ

た上で、同月13日付けでXを解雇した。

1）１審（東京地裁）判決
　１審は、労基法81条所定の「第75条の規定によって

補償を受ける労働者」とは、文字通り同条の規定によ

り使用者から療養補償を受けている労働者に限られ

るとして、本件解雇は労基法19条１項本文に反する

としてXの地位確認請求を認めた（ただし、不法行為

請求は棄却した）。

安西法律事務所　弁護士　木村恵子 きむら けいこ● 安西法律事務所 所属。専門は労働法関係。近著は
「労働法実務 Q&A800 問（共著・労務行政研究所編）」など。

　本判決は、業務上の疾病により休業し、労災保険法の療養補償給付を受けている労働者に対して、

休職期間満了後に打切補償を支払ってなされた解雇の有効性が争われた事案の最高裁判決である。

　本判決で、最高裁は、労災保険法の療養補償給付を受けている労働者も、使用者自らの負担で災害

補償が行われた場合と同様、打切補償の支給を受けた場合には解雇制限の適用を受けないとする判断

を示しており、実務に与える影響は少なくないであろう。

最高裁第二小法廷平成27年６月８日判決（労判1118号18頁）
東京高裁平成25年７月10日判決（労判1076号93頁）
東京地裁平成24年９月28日判決（労判1062号５頁）

業務上の疾病により休業し、労災保険法の療養補償給付を受けている労働者に対して、
休職期間満了後に打切補償を支払ってなされた解雇の有効性が争われた事案

学校法人専修大学事件

1.  事案の概要

2. １審および２審判決の概要

産業保健スタッフ必携！　おさえておきたい基本判例 ㉒
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2）２審（東京高裁）判決
　２審も、１審同様の判断をして、控訴を棄却した。

　最高裁は、以下のように述べて、原判決を破棄し

た上で、原審に差し戻した。

（１）労災保険法に基づく保険給付の実質は、使用者

の労基法上の災害補償義務を政府が保険給付の形式

で行うものであると解するのが相当である。

（２）「使用者の義務とされている災害補償は、これに

代わるものとしての労災保険法に基づく保険給付が

行われている場合にはそれによって実質的に行われ

ているものといえるので、使用者自らの負担により

災害補償が行われている場合とこれに代わるものと

しての同法に基づく保険給付が行われている場合」と

で、労基法19条ただし書きの適用の有無につき「取扱

いを異にすべきものとは言い難い。」①

（３）したがって、労災保険法の療養補償給付を受ける

労働者が、療養開始後３年を経過しても疾病等が治ら

ない場合には、使用者は、当該労働者につき、打切補

償の支払をすることにより、解雇制限の除外事由を定

める同法19条１項ただし書きの適用を受けることが

できるものと解するのが相当②である。

（４）これを本件についてみると、Yは、労災保険法の

療養補償給付を受けているXが療養開始後３年を経過

してもその疾病が治らないことから、平均賃金の1,200

日分相当額の支払をしたものであり、同法19条１項

ただし書きの規定により、本件について同項本文のた

だし書きの適用はなく、本件解雇は同項に違反するこ

とになるものではない③というべきである。

（５）以上と異なる見解にたつ原判決は、破棄を免れず、

本件解雇の有効性に関する労働契約法16条該当性の

有無等について更に審理をつくさせるため、本件を原

審に差し戻す。

１. 労基法19条と同法81条
　労基法は、19条１項本文で、業務上負傷しまたは

疾病にかかった労働者が安心して療養できるように、

療養のために休業する期間およびその後30日は解雇し

てはならないとする解雇制限を定める一方、同項ただ

し書きで、使用者が打切補償を支払う場合は、この限

りではないとして、使用者の負担を緩和している。と

ころが、同法81条の打切補償が、「第75条の規定によっ

て補償を受ける労働者」に対するものに限定されている

ことから、労災保険法の補償給付を受給している者が、

これに含まれるかについて、見解が分かれていた。こ

のような中で、本判決は、上記下線①のように実質的

な評価をした上で、下線②のように解雇制限の適用除

外を認め、下線③のように判断した。

　近年、業務に起因するメンタル疾患等により、療養

補償給付等を受給しながら長期にわたり休業をする労

働者も少なくないだけに、本判決の実務に与える影響

は大きいだろう。

２. 労基法19条と労働契約法16条
　労基法19条１項本文の解雇制限が適用されないとし

ても、直ちに解雇が有効と判断されるものではなく、

解雇権濫用法理に照らして有効と判断される必要があ

る（労働契約法16条）。本件でも、Ｘは、Ｙに対してリ

ハビリ的な就労は可能として復職を申出ていたこと等

から、本件解雇は解雇権濫用法理に照らして無効との

主張もなされており、差戻審では、この点が判断され

る。本件のように労災保険の傷病補償年金対象では

ない場合等では、症状が軽く回復が見込めるケースも

想定されることから、解雇をする際には、回復の見込

み等をより慎重に判断すべきである。

ワンポイント解説

3. 本判決（最高裁判決）の概要

１）本件提訴は、Ｙ（学校法人側）が先に、本件解雇の有効性を主張して地位不存在確認訴訟を提訴したのに対する反訴としてなされた訴えである。
２）労基法81条は、「第75条の規定によって補償を受ける労働者が、療養開始後３年を経過しても負傷又は疾病がなおらない場合においては、使用者は、平均賃
金の1200日分の打切補償を行いその後はこの法律による補償を行わなくても良い。」と定める。

３）労基法75条１項は、「労働者が業務上負傷し、又は疾病にかかった場合においては、使用者は、その費用で必要な療養を行い、又は必要な療養の費用を負担
しなければならない。」と定める。

４）労基法19条は、「使用者は、労働者が業務上負傷し、又は疾病にかかり療養のために休業する期間及びその後30日間・・（中略）・・解雇してはならない。た
だし、使用者が第81条の規定によって打切補償を支払う場合又は天災事変その他やむを得ない事由のために事業の継続が不可能となった場合においては、こ
の限りではない。」と定める。

５）特に、労災保険法19条で、業務上負傷又は疾病にかかった労働者が、療養開始から3年を経過した日に傷病補償年金を受けている等の場合については、労基法
19条１項に関し81条の打切補償を支払ったものとみなすと定めていることから、傷病補償年金の受給対象者以外の労災保険給付受給者は「第75条の規定によっ
て補償を受ける労働者」に含まれないとする意見もあった。
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　休みがちであることも悩みの種だとは思いますが、

自傷行為については、とても驚かれたと思います。

社会的に見聞きする言葉ではありますが、実際に遭

遇すると驚き戸惑う気持ちが大きいと思います。実

際にどのように声かけをしていくか、今後の働き方

や仕事の継続等に焦点をあててお伝えしたいと思い

ます。

　自傷行為は病名でなく症状の一つとして扱われて

います。自己肯定感が低いことや孤独感、空虚感を

紛らわすための「自己の再確認」や「ストレス解消」の

ために起こしてしまうことが多いため、理解しがた

い点もあると思いますが、本人の状態が危険なとき

の表現の一つ、サインとして理解する必要がありま

す。

　まじめに頑張っていれば、周囲もはじめのうちは

「体調が悪いのだから」と寛容にみてくれますが、大

事なときに体調を崩してしまったり、休みが続いて

しまうと、心配はしながらも、相手に対する信頼感

が薄くなり、「またお休みか…」というマイナスイ

メージが増え、少しずつ関係性が悪くなることもあ

ります。業務に支障を来たし、他の同僚に負担をか

けることによって、職場の皆さんも疲れてしまいま

す。周囲のフォローは３カ月間程度が限界だと思わ

れます。Ａさんが抜けた場合の職場の体制や業務量

の調整を上司の方は考えておく必要があるでしょう。

　まずＡさんには、「大丈夫です」などと明るく対応

していながら休んでしまう状況について聴いてみま

　当社は、従業員30名のイベント運営会社です。入社３年目のＡさん（28歳、女性）は、「人に指摘されない

ように」と、絶えず人の目を気にしている様子が窺えるのですが、まじめで仕事熱心ですので、その仕事ぶ

りは評価されていました。そこで、仕事内容はこれまでと同様で、周囲のみんなで応援・フォローする体

制も整えた上で、今年からあるイベントの運営責任者をお願いしました。業務の進捗や状況を確認する際

には「大丈夫です」と、明るく答えていたのですが、イベント当日に体調を崩して休んでしまいました。そ

の後は休みがちになり、大事なタイミングでも休んでしまいます。

　さらに、先日ふと「自傷行為がある」とＡさんから聞き、非常に驚きました。そのときは詳しく聴くこと

を躊躇してしまったのですが、とても心配です。会社や上司としてどこまで立ち入っていいものかと迷っ

ております。

事例

休みがちの社員に自傷行為があるらしく
接し方に悩んでいます。

独立行政法人労働者健康福祉機構　産業保健・賃金援護部

産業保健アドバイザー、看護職、シニア産業カウンセラー　菅野由喜子

本人から状況について話してもらいましょう。
また、周囲の皆さんの業務調整も必要です。

事例
　に学ぶ　メンタルヘルス 23

対応

上司からの相談

傾聴～周囲の信頼できる人に
助けを求められるように～

職場の寛容は３カ月間が限界
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しょう。自傷行為がある方は、自分を大事にできず、

周囲の人に自分の苦しみを表現し、助けを求めるこ

とが不得手であることも多いようです。Ａさんはい

かがでしょうか。話を聴く際には、上司の方が守秘

義務を守り、話ができる時間やお部屋を用意するこ

とも大切です。

　また、「自分が消えたい」などの言葉を発する方は、

誰彼構わず話している訳ではなく、話す相手を選ん

でいるとよく言われています。上司の方に自傷行為

のことを話したということは、Ａさんは、上司の方

を信頼しており、つらい気持ちを伝えたかったのか

もしれません。

　自傷行為には、育ってきた環境やいろいろな背景

があると言われます。理解するにも変えることにも

それなりの時間が必要になります。まずは第一歩と

して、聴く姿勢として、相手の立場を思いやり、そ

の大変さを感じ取る、否定せず、説教にならないよう、

Ａさんの今の気持ちを理解するように聴いてみてく

ださい。話をすることができた、聴いてもらえた、

すぐに解決できなくても安心感と同時に自分が受け

止められた、存在感を得られた、もう少し頑張ろう

――と、Ａさんの気持ちを少しでも軽くできるかも

しれません。

　会社を休むことや自傷行為の原因は、仕事上の問

題なのか見極めることも重要です。まずは、睡眠や

食事、心身の状態を聴きながら、医療が必要な状況

か、主治医はいるのか、受診の有無なども正直に心

配していることを伝えて必ず確認しましょう。主治

医がいればお任せし、産業医や産業保健スタッフに

もＡさんの承諾を得た上でつないでみてください。

あるいはカウンセリングの勧めも一つでしょう。事

業場内資源がない場合は、事業場外資源を活用し、

一緒に対応していくことをＡさんにお伝えしていき

ましょう。

　仕事に関しても、最近の業務を振り返り、現状や

困っていることなど、思っていることを語っていた

だけるといいですね。どんなときに休んでしまうの

か、仕事に行きたくなくなるのか、自分との葛藤状

態や、その思いや傾向をＡさん自身が認識して、助

けを求めることも必要であることの気づきを得てほ

しいものです。多くを語らずとも、話せる雰囲気が

あれば、１回だけでなく次の聴く機会も継続して設

けていくとよいでしょう。仕事上のアドバイスや間

違いがあれば、しっかり指摘することも大切です。

ストレスモデルにある緩衝要因のように、早く気づい

て支えることが、本当の自立や成長につながります。

　次第に、子ども時代のご自身をどんな風に感じて

いたかなども、よかったらお聴きしてもよいでしょ

う。人それぞれ生活史を持っていますから、どんな

風に成長されてきたか、自然と物語っていただける

ようであればなおいいです。ナラティブ（語り・物語）※

ですね。

　人の目を気にしている間は、相手を再優先とし、

自分を押さえたり、我慢をしたりする傾向が多くあ

ります。また、ご自身がそのことに気づいていない

こともあり、自分のつらさを意識できず、解離して

しまうこともあります。またストレスフルな状態で

いながら、それが当たり前のように感じて、自己を

見つめ直すことができずにいる場合もあります。物

語ることはご自身を知るためにあります。自分が培

われてきた過去・現在、そして未来に続くために今

を大事にする実感、自己肯定感を高めることで、よ

り生きることへのエネルギーが生まれることを理解

してください。そんな関わりを念頭に、ラインによ

るケアなど、上司としてできるところから関わって

みましょう。

　※ナラティブ（物語）とセラピー
　物語（ストーリー）という概念は、ナラティブセラピーを考える上
で鍵となるものです。私たちは過去の体験を語るとき、それは巧
拙を問わず「物語」として語ります。また他人の経験も「物語」とし
て把握します。さらに人は物語を演じることによって人生を生きて
いるともいえるのです。

ナラティブ（物語）：「自分を取り戻す」
という気づきのために表現する

参考文献
佐藤伸彦：「ナラティブホームの物語: 終末期医療をささえる地域包括ケアの
しかけ」 ．医学書院．2015．
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　株式会社ケイデンは昭和24年に日立製作所の総合特約

店として創業された。以来67年にわたり、空調機器や工

場設備、電気設備等の販売、取付工事・施工から、修理・

メンテナンスをトータルサポートすることで業容を拡大

してきた。街と暮らしに「快適」を届けることを社是とす

る同社は、職場にも快適な風を送り込むことに重きをお

き、とりわけ従業員のコミュニケーションを図るために

力を注いでいる。従業員の健康促進のためのユニークで

きめ細やかな取組みを紹介する。

　「高齢化は時代の流れですが、当社も着々と高齢化が進

んでいます。現在94名の従業員のうち４割を50歳以上が

占め、40歳代を含めると６割に達します。世代交代が喫

緊の課題となっていますが、技術を次の世代にしっかり

継承していくためにも従業員一人ひとりの心身の健康が

大切だと考え健康促進の対策を進めてきました。

　従業員の健康管理については総務部（８名）が一手に

担っており、自分たちの一番の仕事は職場の環境づくり

のアシストであると、健康促進のためのアイデアを出し

合っています。私は８年前に入社以来、安全衛生管理者

として衛生部門を担当してきました。この間力を入れて

きたことは健康診断の結果を有効に活用して、従業員一

人ひとりに健康の大切さに気づいてもらうことでした」

と、鈴木敏生総務課長は語る。

　年に１度の健康診断については100％受診を達成してい

るが、有所見者の二次健診受診率がなかなか伸びなかった。

その背景には、50歳代の技術者が会社の核を占め

るため、『仕事優先』という雰囲気が強かったこと

がある。鈴木課長を先頭に総務部は再検査の全員

受診を目指して工夫を凝らした活動に着手した。

　「とにかく受診してもらうまで何度でもアプロー

チをかけました。再検査の対象者とメタボ該当者、

メタボ予備軍を合わせた一覧表を作成し、再検査

するまで繰り返しアナウンスして、とことん追い

かけていきました。また、メタボ該当者には、放

置しておく怖さを知ってもらうために、協会けん

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の

場
の
創
出
で

心
身
の
健
康
促
進
を
目
指
す

株
式
会
社
ケ
イ
デ
ン

社員のコミュニケーションの場として休憩室「サロンド・K」を新設

中小企業の産業保健 第7回 

健診結果を有効活用

22　産業保健 21　
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ぽの保健師を招いて健康指導を実施しました。また、

手作りの社内広報を定期的に発行して健康に関する

情報や健康の大切さに気づいてもらえるような記事

をせっせと掲載しています。粘り強く再検査を促し

てきたことが功を奏したのか最近は該当者全員が受

診するようになりました。昨年度の検査では初期の

大腸がんが発見された従業員もいましたが、対処が

早かったこともあって大事に至りませんでした」と、

鈴木課長は強調した。

　「当社の業務は幅広い製品の販売、設備設計、施

工が中心ですが、施工担当といっても１人で現場に

出かけて管理・監督を行うため、現場で同僚と顔を

合わすことがあまりありません。それが直接の要因

ではありませんが、５年ほど前からメンタルヘルス

不調を訴える従業員が出てきました。数としては多

くありませんが、放置することはできず、心身を癒

す休養施設やコミュニケーションの場の創設に取り

掛かりました。実は５年前に、１人のメンタルヘル

ス不調者が退職を余儀なくされたことがあり、日ご

ろ従業員の心身の健康づくりに関わってきた私たち

は退職者が出てしまったことに忸怩たる思いがあり

ました。体だけではなく心の健康に対しても早期対

策が必要であると改めて気づかされ、思えばそれが

原点になっている気がします」と鈴木課長。

　同社には、すでに４階に『養寿庵』と名づけられた

立派な休憩室が設置されており、畳敷きで布団も用

意され、体調を崩したときは誰でも休憩できるが、

利用者はほとんどいなかった。もっと気軽に使える

コミュニケーションの場がほしいという従業員の要

望に応え福利厚生の一環として昨年４月に新設され

たのが『サロンド・Ｋ』である。空室だった１階のオ

フィスを改修し、ドアを開けると喫茶店の雰囲気が

漂うユニークな休憩室が誕生した。昼休みに無料の

コーヒーを楽しめる休憩室なら他社にも見られそう

だが、特筆すべきは17時半の終業後は、セルフサー

ビスでアルコールを楽しめることである。冷蔵庫に

はさまざまなアルコール類が用意されており、従業

員は誰でも１点につき100円で利用できる。時には

経営陣が顔を出すこともあり、缶ビールを手にしな

がら従業員達と会話が弾む光景も垣間見られる。設

置されて１年半が過ぎ、日ごろ顔を合わせる機会が

少ない同僚たちの格好のコミュニケーションの場と

して利用者が増えている。

　「『サロンド・Ｋ』の開設と同時に福利厚生の充実

についても見直しました。会社が少額ではあります

が、さまざまな場面で費用の補助をすることにした

ところ、各部署で懇親会を開くなどコミュニケー

ションの機会が拡充されています。サークル活動も

補助の対象なので、相乗効果で従来のサークル活動

が活発化、モチベーション向上に大いに役立ってい

ます。

　もちろん課題は山積しており、メンタルヘルスに

関して言えば、独立した相談窓口がなく、面談など

は『サロンド・Ｋ』を利用している状態です。今後は

ストレスチェックなど、時代の流れについていける

ような環境を整備していかなければなりません。職

場復帰のためのプログラムづくりや何よりも早期の

予防対策に着手していく必要があります。

　また、喫煙問題については各階の外階段での喫煙

は徹底されていますが、喫煙者数は減っておらず、

禁煙に向けた対策などではまだまだ遅れを取ってい

ます。他社の取組みなどを参考にしながら積極的に

活動を展開したいと考えています。ちなみに『サロ

ンド・Ｋ』の商品補充やお金の管理、部屋の整頓な

どはすべて総務部が担当しています。正直大変です

が、総務部は他の部署のように顧客を持ちませんか

ら、強いて言えば従業員全員が総務部のお客様だと

私は思っています。従業員の健康管理はやりがいの

ある仕事です」と、鈴木課長は笑顔で締めくくった。

笑顔あふれる休憩室の新設

株式会社ケイデン　
事業内容：設備設計、施工、機器販売業
設　　立：昭和 24 年
従 業 員：94 人
所 在 地：名古屋市中区

会社概要

今後の課題
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　全国の産業保健総合支援センターの活動をお伝え

する本コーナー。今回は、沖縄産業保健総合支援セ

ンター（以下、沖縄産保）を訪ねて、高良宏明所長と

大村朝常副所長に平成26年度から沖縄産保が実施し

ている『ゲートキーパーの役割と体験』などの研修会

の取組みと、毎年改訂して配布し、事業場から好評

を得ている熱中症リーフレットの作成を中心に沖縄

産保の取組みをお聞きした。

　首里城跡などの歴史文化遺産と美しい海、亜熱帯

の森など観光名所が多彩にある沖縄県。26年度には

約717万人の観光客が訪れており、観光産業を中心と

するサービス業と第二次産業では建設業の割合が高

いことが県産業の特徴である。また、「小規模事業場

がほとんどですので、産業保健に関心を持っていた

だくことに力を注ぎながらいろいろな取組みを進め

ています」と大村副所長は管内を説明する。

　適用事業場は32,967事業場。うち事業場規模30人

未満が29,888（90.7％）、10人未満の事業場が22,371

（67.9％）となっている。

　大小160余もの島々が、広大な県域（東京都を中心

とすると東北から中国地方にかかるほど）に点在して

いることも沖縄県ならではの特徴だ。

　沖縄産保の行う研修会は従来本島で実施してきた

が、26年度は初めて宮古島と石垣島でメンタルヘル

ス対策セミナーを開催した。

　大村副所長は、「離島においてメンタルヘルス対策

に関するニーズが高まっていると聞き、開催しまし

た。一人でも多くの方に聞いてもらえるよう、地元

の労働基準監督署をはじめ関係諸団体に協力を呼び

かけ、開催日も観光客が比較的少なくなる時期を選

んで実施しました」と取組みを振り返る。

　受講者数は、宮古島で開催したセミナーに68人、

石垣島では60人が集まり、受講者から「取組みを実践

しようと思った」、「取組みを始めるきっかけになっ

た」との声が聞かれ、好評を得たという。

　「ホームページやメールマガジンから情報を発信し

ていますが、やはり生の言葉で伝えることの力の強

さを感じます」と高良所長。27年度もストレスチェッ

クの実施者研修を離島で実施する予定である。

　沖縄労働局で27年３月に発表した情報によると、

県内事業場の約５割にメンタルヘルス不調を抱える

労働者がおり、職場におけるメンタルヘルス対策の

重要性が一層高まっている。そこで沖縄産保では、

26年度に８回のメンタルヘルス関連のセミナーを開

催し、789人の受講者があった。

　27年度は、事業場がストレスチェック制度を円滑

に導入できるように支援することで、メンタルヘル

ス対策の充実を図っていきたいとして、ストレスチ

ェック制度に関するセミナー開催に力を入れている。

メンタルヘルス対策促進員が独自に勉強会を開くな

どして積極的にこの取組みを推進しており、10月に

は「①成果を伴うストレスチェックにする体制づく

り、②『心の健康づくり計画』策定について」を演題に

7産業保健総合支援
　　センターの活動

ゲートキーパー養成研修などの
メンタルヘルス対策に力を注ぐ

沖縄産業保健総合支援センター

離島で開催したセミナーが
好評を博す

ゲートキーパー研修を開催
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した100人規模のセミナーを開催

した。

　「それから、県内では特に働き

盛りの30 ～ 40歳代の自殺者が多

いため、当センター開所以前から

産業医として多大なご協力をいた

だいている伊志嶺 隆先生が中心

となって、26年度よりゲートキー

パーの養成研修を開催し、自殺予

防対策に取り組んでいます」と高

良所長。自殺予防対策は各都道府県で取組みが行わ

れており、『悩んでいる人に気づき、声をかけ、話を

聞いて、必要な支援につなげ、見守る人』である『ゲ

ートキーパー』の養成研修も自治体等で実施されてい

るが、沖縄産保では伊志嶺先生が事業場向けに特化

したゲートキーパー養成のためのテキストを作成し、

講師も務めて、『メンタルヘルスにおけるゲートキー

パーの役割と体験』と題した研修を人事・労務担当者

や産業保健スタッフらを対象に26年８月に開催。受

講者から「声かけのポイントがわかった」、「聞き役

（ゲートキーパー）の役割、大切さがわかった」など有

益な研修であったとの感想が寄せられた。

　伊志嶺先生にこの研修に取り組んだ動機を伺うと、

「ゲートキーパーはいろいろなところで求められてい

ますが、ゲートキーパーについて知らない人が多い

のが現実です。沖縄にはやさしい人が多いのですが、

シャイなので声をかけることが少ないんです。この

研修を実施することで、悩んでいる人がいることに

気づいたら声かけのできる人を職場に増やしたい、

大げさなものではなく、まず話を聞くことをちょっ

と意識する、それを皆さんに促したいと思い、取り

組み始めました」とお応えいただいた。

　研修では、悩んでいる人にどう接していけばよい

のか、傾聴のロールプレイングを通して考えたり、

ゲートキーパーとしての心構えなどを伝えている。

27年度も、12月に開催し、今後も継続する予定だ。

　沖縄県では、６～９月が熱中症の起こりやすい時

期であり、沖縄産保でもこの対策にも注力して、オ

リジナルの熱中症対策リーフレットを発行している。

内容は、熱中症の症状と救急措置、熱中症の予防対策、

前年の災害発生状況、熱中症の起こりやすい気象・

環境・活動条件など。Ａ４サイズ４ページに簡潔に

盛り込んで毎年改訂し、表紙には沖縄の青空や太陽

の入った景勝地の写真を載せて、インパクトのある

見た目にする工夫をしている。

　「いつも評判がよく、今年度も印刷した１万部のほ

ぼすべてを配布しました。事業場の担当の方が、“安

全衛生大会で配りたい”“現場に貼りたい”とおっし

ゃって取りに来られます」と大村副所長は笑顔を見せ

る。表紙のデザインは職員が考え、写真も職員が撮

影しているそうだ。ちなみに今年度は、2015年１月

に開通した宮古島と伊良部島を結ぶ「伊良部大橋」の

写真にイラストを添えたものである。

　今後の沖縄産保の取組みについて高良所長は、「メ

ンタルヘルス対策を中心に据えてセミナー等を実施

していくとともに、定期健康診断の有所見率が沖縄

県は４年連続で全国ワースト１ですので何とか対策

を進めて向上させたいと考えています。これからも

地元の先生方と協議を重ねながら、積極的に取組み

を進めていきたい」と抱負を述べた。

沖縄産保で作成している熱中症対策リーフレット（一部抜粋）

評判のよい熱中症対策リーフレット
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　腰痛は、重いものを持ち上げようとしたときや、

くしゃみをした瞬間などをきっかけに起こる「急性

腰痛」と日頃から痛みを感じる「慢性腰痛」に分けら

れ、社会福祉施設や小売業、道路貨物運送業などで

の発生が多いといわれています。

　

　いわゆる「ぎっくり腰」は「急性腰痛」のひとつで

す。予防策として、腰を支えるために筋力の上がる

運動や筋肉や靭帯を柔軟にするためのストレッチを

日頃から行うとよいでしょう。

　また、平成25年６月に改訂された「職場における

腰痛予防対策指針」１）（厚生労働省）によると、腰痛の

発生が比較的多い①重量物取扱い作業、②立ち作業、

③座り作業、④福祉・医療分野における介護・看護

作業、⑤車両運転等の作業――について、予防対策

が示されています。「現場ごとに腰痛発生要因を分

析し、労働者に分かり易く『見える化』など工夫した

対策を実施すること」が効果的です。

　慢性腰痛については、腰痛に対する過剰な不安や

恐れ感、職場や家庭での人間関係などのストレスの

ほか、メンタルヘルス面も無視できない重要な要因

であることがわかってきています。当機構の石川産

業保健総合支援センターと東京大学医学部附属病院

22世紀医療センターの松平浩特任准教授が平成25年

度に行った調査研究でも「腰痛に心理社会的要因が

関与していることは明らかであり、医療・介護職場

ではメンタルヘルス対策が必須である」という結果

が出ています２）。

　また、テレビ番組でも「慢性的な腰痛持ちの方が腰

痛対策法をテーマにした映像を繰返し視聴すること

や、専門家のアドバイスに従って簡単な体操を体験

することで、腰痛に対する過剰な恐怖心が薄れ、約

４～６割の方に腰痛改善が見られた」との事例が紹介

されました３）。

　産業保健スタッフは、最新の知見を収集するよう

に心がけ、衛生委員会等を活用して、社内の体制を

整えるとともに、定期的に管理監督者や労働者への

健康教育を継続することが効果的です。

Q 職場における腰痛は、「４日以上の休業を
要する職業性疾病」のうち、約６割を占め
る労働災害と聞いたのですが、対策のポイ
ントがあるのでしょうか？

腰痛の種類や普段行う作業にあった予防
対策の実施が大切です

提供・協力　大分産業保健総合支援センター
副所長　赤峯新治

実践・実務の

A

急性腰痛の予防

さんぽくん

慢性腰痛の対策
参考文献
1）厚生労働省：職場における腰痛予防の取組を！～１９年ぶりに「職場における
腰痛予防対策指針」を改訂～．2013．

　http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/youtsuushishin.html
2）小山善子，南昌秀，松平浩，他：医療・介護職場における腰痛の状況と職
場の心理社会的要因の関連性に関する調査研究．2014．

　http://www.rofuku.go.jp/sangyouhoken/sanpo_chosa/tabid/992/
Default.aspx

3）ＮＨＫ：ＮＨＫスペシャル腰痛・治療革命　～見えてきた痛みのメカニズム～
http://www.nhk.or.jp/kenko/nspyotsu/



　昨年10月15日、日本医師会館

大講堂にて、第37回産業保健活

動推進全国会議が開催された。

　午前は、大阪産業保健総合支

援センターと、大宮地域産業保

健センター（埼玉県）から活動事

例の発表があり、午後は、日本

医師会の道永麻里常任理事によ

る司会の下、厚労省の武田康久

労働衛生課長が「最近の労働衛生

行政について」と題した講演を行

い、ストレスチェックや産業医

制度のあり方に関する検討会、

治療と職業生活の両立支援に関

漫画：久
く ぼ
保　久

ひさお
男

する行政の動きについて解説し

た。また、日本医師会産業保健

委員会の相澤好治委員長は、「産

業医活動に対するアンケート集

計結果について」、同会の堀江正

知副委員長は「産業保健活動総合

支援事業における地域産業保健

センター事業に関するアンケー

ト調査結果について」をそれぞれ

解説した。

　最後は、参加者から質問や要

望が寄せられる「協議」にて活発

な議論が交わされ、会議は幕を

閉じた。

　厚労省は、昨年９月28日より

「産業医制度の在り方に関する検

討会」を開始した。同検討会は、

ストレスチェック制度による面

接指導など産業医の職務が増加

したことや、労働安全衛生法が

制定された当時と現在では、産

業保健における主要な課題が変

わってきていることなどを踏ま

え、産業医の位置づけや役割に

ついて、改めて見直すというも

の。論点は、①求められる労働

衛生管理、②産業医に期待され

る役割について、③医師以外の

産業保健スタッフの役割につい

て、④小規模事業場における労

働衛生管理の強化について、⑤

事業者と産業医の関係について、

⑥その他――となっている。検

討会は隔月ペースで開催し、関

係者からのヒアリング等も行わ

れ、平成31年度の安衛法改正を

視野に入れ平成28年度末を目安

に検討結果をまとめる予定。

厚労省、日本医師会等から

第37回産業保健活動推進全国会議が開催
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厚労省から

産業医制度の再構築へ向け、検討会開始

厚労省は2015年11月24日より、ストレスチェックに関する下記２点のプログラムとマニュアルを公開している。プログラ
ムには、実施者用管理ツールや受検者回答用アプリ、サンプルデータのファイルが入っており、ストレスチェックの受検・結
果出力・集団分析等ができるようになっている。また、医師向けの面接指導マニュアルには、医師が作成する報告書・意見書
の様式例とともに記載方法やその例など、参考になる各種資料が掲載されている。

■「厚生労働省版ストレスチェック実施プログラム」ダウンロードサイト
　  http://stresscheck.mhlw.go.jp/
■「長時間労働者、高ストレス者の面接指導に関する報告書・意見書作成マニュアル」
　  http://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/anzeneisei12/dl/151124-01.pdf

ストレスチェック実施プログラムと医師向け面接指導マニュアルが公開
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抽選で10名様に
 プレゼント！

・回答者は、ご本人の個人情報について、個人情報保護法に基づいて
開示、訂正、削除をご請求いただけます。
  その際は下記窓口までご連絡ください。

独立行政法人労働者健康福祉機構情報公開・個人情報窓口
電話：044-556-9825（受付時間9：00～17：00）
　　　／土・日・祝日を除く
ホームページ：http://www.rofuku.go.jp

・個人情報の取り扱い全般に関する当機構の考え方をご覧になりたい
方は、労働者健康福祉機構の個人情報保護のページをご覧ください。
・賞品発送のために使用した個人情報は、当機構の定める方法に基づ
き全て消去いたします。

《注意事項》
※当選通知はEメールにて行いますので「メールアドレス」は必ずご記
入ください。
＊賞品の発送のために住所・氏名・電話番号・ご希望のタイトルをご記
入願います。
＊ご意見・ご感想もあわせてご記入ください。
《個人情報保護方針》
・ご提供いただいたお名前・ご住所などの個人情報は、「賞品の発送」の
ために利用させていただきます。
・上記の利用目的の範囲内で、個人情報および配送業者を含む委託先会
社に、開示・提供することがありますが、個人情報保護法を遵守させ、
適法かつ適正に管理させますので、予めご理解とご了承をいただけま
すようお願いいたします。

《応募先》sanpo21@mg.rofuku.go.jp　                    《応募期間》平成28年１月１日～１月31日
《解　答》平成28年４月第84号にて掲示します。なお、ホームページにて２月に解答・解説を掲示します。

事業場の衛生管理体制に関する記述のうち、
法令上、誤っているものはどれか。

① 常時50人以上の労働者を使用するすべての事業
場は、衛生管理者や産業医を選任し、また、衛
生委員会を設置しなければならない。常時50人
以上の労働者には、日雇労働者及びパートタイ
ム等の臨時的労働者は含むが、派遣労働者は含
まない。

② 常時300人以上の労働者を使用する各種商品小売
業の事業場では、総括安全衛生管理者を選任し
なければならない。

③ 常時900人の労働者を使用し、そのうち深夜業を
含む業務に常時500人以上の労働者を使用する事
業場では、その事業場に専属の産業医を選任し
なければならない。

労働時間の状況が一定の要件に該当する労
働者に対して、法令により実施することが
義務付けられている医師による面接指導に
関する次の記述のうち、正しいのはどれか。

① 労働者の申出に関わらず、休憩時間を除き１週
間当たり40時間を超えて労働させた場合におけ

るその超えた時間が１月当たり100時間を超え、
かつ、疲労の蓄積が認められるものとする。

② 事業者は面接指導の対象となる労働者から申出
があったときには、遅滞なく、面接指導を行わ
なければならないが、面接指導を行う医師は事
業者が指定した産業医に限られる。

③ 事業者は、面接指導の結果に基づき、労働者の
健康を保持するため必要な措置について、遅滞
なく、医師の意見を聴かなければならない。

産業医に関する次の記述のうち、誤ってい
るものはどれか。

① 事業者は、産業医に、労働者の健康管理等を行
わせるとともに、産業医に対し、労働者の健康
管理等をなし得る権限を与えなければならない。

② 産業医は、少なくとも毎週１回作業場等を巡視
し、作業方法又は衛生状態に有害のおそれがあ
るときは、直ちに、労働者の健康障害を防止す
るため必要な措置を講じなければならない。

③ 産業医は、労働者の健康を確保するため必要が
あるときは、事業者に対し、労働者の健康管理
等について必要な勧告をすることができる。ま
た、事業者は、これを尊重しなければならない。

産業保健クエスチョン
このコーナーでは産業保健に関するクイズを出題しています。正解者には右ページにご紹介します、『“気づき力”で
変化をキャッチ ちょっと先読むメンタルヘルス』と『「健診」の上手な活用法』を抽選で各５名様にプレゼントいた
します。解答および当選者は、次号第84号（４月号）に掲載させていただきます。

Q1:

Q2:

※82 号の解答：Q1 ②、Q2 ①、Q3 ③◆82号のクエスチョン当選者
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当選者： 門田千一さん／島根県

編集委員（五十音順・敬称略）

髙田　勗　独立行政法人労働者健康福祉機構名誉医監
武田康久　厚生労働省労働基準局安全衛生部労働衛生課長
浜口伝博　ファームアンドブレイン社代表／産業医
東　敏昭　学校法人産業医科大学学長
道永麻里　公益社団法人日本医師会常任理事

相澤好治　北里大学名誉教授
石渡弘一　神奈川産業保健総合支援センター所長
小川康恭　独立行政法人労働安全衛生総合研究所理事長
加藤隆康　株式会社グッドライフデザイン技術顧問
亀澤典子　独立行政法人労働者健康福祉機構産業保健担当理事
河野啓子　学校法人暁学園四日市看護医療大学名誉学長

委員長
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　1980年代後半のバブル

期、その後のバブル崩壊、

そして金融危機を経て

2000年以降のグローバリ

ゼーションの波。わが国の経済界・会社組織は、好

むと好まざるに関わらず多大な影響を受け変貌を遂

げてきた。そしてその中で職域におけるメンタルヘ

ルス不調者の質も量も大幅に変化してきている。

　本書は39年間、10社での精神科産業医として、

ひたすら職場のメンタルヘルス活動に携わってき

た筆者の、膨大な経験と理論に基づいて書かれた

まさに職域メンタルヘルスの秀逸の解説書であり、

また入門書とも言える。ともかく読んでいてわか

りやすく、また筆者の「一言アドバイス」が納得で

ある。企業、上司、社員の変貌や変化をどのよう

　本書のタイトルを見

て、最初は“よくある”健

診受診者に向けた解説本

だと思った。これは私の

早とちりであった。内容

は、健康管理全体の中で「健診」をどのように位置

付け、有効に活用するか、企業や健康保険組合な

どで健康管理に携わる関係者にとって、健康管理

戦略立案のための参考書であった。本書には、戦

略立案に必要な情報として、健診に関連した医学

的エビデンス、実務上の配慮事項、行政の動きな

どが幅広く掲載されている。

　たとえば、「健康を守るための仕組み」を扱った

第４章だけでも、がん検診、特定健診・特定保健

著者：夏目 誠　　発行：中央労働災害防止協会　 　定価：（1,400円＋税）

著者：髙谷典秀　  　発行：法研　 　定価：（2,800円＋税）

“気づき力”で変化をキャッチ 
ちょっと先読むメンタルヘルス

健康経営、健康寿命延伸のための
「健診」の上手な活用法

に捉えてどう対応していくか、その変化に対する

「気づき力」こそが、職場メンタルヘルス対策の１

丁目１番地であることがよくわかる。そして日本

人は今まで「就社（会社への就職）」のみしか考えて

こなかったが、「就社」ではなく本当の意味での「就

職（仕事を選ぶ）」こそが、グローバリゼーションの

中で求められていると説く。

　43の事例と81の図表での解説、また所々にエッ

センスも散りばめられており、医療職でない人にも

とてもわかりやすい内容となっている。その意味で

は日頃の職場ストレスに悩む一般社員への解説指導

書でもあり、産業医や産業看護職はもとより、人事

労務担当者や管理職の必携の書となっている。

廣部一彦（みずほフィナンシャルグループ
関西統括産業医）

指導、データヘルス計画、健康経営・健康投資、

女性労働者の健康管理、健康の費用対効果といっ

た具合である。一方で、第５章の「様々な健康課題

とその対処法」では、高血圧、糖尿病、ピロリ菌除菌、

眼の健康、ストレスチェック、検査方法の進歩、

予防接種と、議論されている健康課題は、ある意

味で取りとめがない。これは、限られた文字数で、

読者に必要な情報をすべて与えることを目的とせ

ず、類似の健康課題への応用力を向上させようと

する著者の戦略だと理解した。表紙には、健保組合・

労務・産業保健・健診・医療関係者必携と書いて

あるではないか。確かにそうである。

森　晃爾　（産業医科大学産業生態科学研究所教授）

産業保健 ●Book Review
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　 朝日生命青森ビル８Ｆ
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〒 980-6015　仙台市青葉区中央 4-6-1 

　 住友生命仙台中央ビル 15Ｆ

〒 010-0874　秋田市千秋久保田町 6-6

　 秋田県総合保健センター 4Ｆ

〒 990-0047　山形市旅篭町 3-1-4

　 食糧会館 4Ｆ

〒 960-8031　福島市栄町 6-6

　 ＮＢＦユニックスビル 10Ｆ

〒 310-0021　水戸市南町 3-4-10

　 住友生命水戸ビル 8Ｆ

〒 320-0811　宇都宮市大通り 1-4-24

　 MSCビル 4Ｆ

〒 371-0022　前橋市千代田町1-7-4

　 群馬メディカルセンタービル2Ｆ

〒 330-0063　さいたま市浦和区高砂2-2-3 

　 さいたま浦和ビルディング6Ｆ

〒 260-0013　千葉市中央区中央 3-3-8

　 オーク千葉中央ビル 8Ｆ

〒 102-0075　千代田区三番町 6-14

　 日本生命三番町ビル 3Ｆ

〒 221-0835　横浜市神奈川区

　 鶴屋町 3-29-1　第 6安田ビル3Ｆ
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